
9.　栄養 栄養科　主任　　田島　千佳

イ） 食事

【目的】
食数と形態・栄養量別の割合を把握し、当院のニーズに合った食事の提供を目指す。
残菜量と食数、または栄養量・形態の割合が関係しているかを読み取り、残菜量減少を目指す。

①食数合計

コメント
2024年は月平均、経口摂取で7324食、経管栄養1668食提供した。
数年、経口摂取減少・経管栄養増加の傾向にあったが、前年より経口摂取の増加が見られた。
割合としては例年経口摂取が約80％を占めている。125床稼働が再開したこと、整形疾患での
入院や眩暈等での観察入院など摂食機能に問題がないゲストが増加していることも経口摂取
の増加に繋がっていると考える。
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②形態別食数割合

コメント
過去5年間の中で最も割合の変動が小さかった。
咀嚼が原因で軟菜、超刻みへ調整している状況は前年と変わらず。
物価の高騰もあり、使用できる食品が限られる部分もあるため咀嚼機能に特化した調整が思う
ように進まない。

③栄養量別食数割合

コメント
1000kcal～1400kcalの割合は前年と同程度で60％を占めている。
1800kcal～2000kcalの割合が増加。しっかり摂取できるゲストの必要栄養量を満たせるよう
調整ができていたと考えられる。
1000kcal以下の提供割合は約10％、緩和ケア病棟の半数程度+一般病棟+回復期病棟の数人
に提供していた。
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④残菜量（1人当たり平均）

コメント
前年に続き、全体的に残菜量は減少していた。
ゲストの摂取状況が悪い時はベースダウンし、補食付加で対応している。
十分な栄養量を確保できているか各々確認は必要だが、残菜量が減ったことからゲストに
対する食事選択の適性化が図れていたと考える。
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ロ） 栄養指導

【目的】
実施率100％を目指しており、入院時説明や定期的なミールラウンドは全病棟で実施している。
ここでは栄養指導として介入した回数に着目し、キャストのモチベーションにも繋げたい。

コメント
指導件数は毎年増加している。今年は加算109件、非加算114件、計223件実施できた。
対象者には必ず実施することを目標にしていた事に加え、糖質制限食も始まり、定期的な介入
が増えた。ゲストへ平等な栄養介入をすることを目標に、対策の一環としてゲストの情報を一元
管理するようにした。他病棟の状況も見るようになり、意識が高まっていると考える。
今後も必要な栄養介入の実施を継続していく。
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ハ） 備蓄

【目的】
非常時に食事提供を行えるよう、必要数を確保しておく必要がある。

コメント
期限を確認し、計画的な入れ替えができた。土都楼の閉鎖により、病院へ持ち帰ってきたため
8月からの合計量が増えている。その分も在庫数に加え、来年も必要数を確保し続けられるよう
期限までの使用、購入の計画を立てる。
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10．　緩和ケア病棟 緩和ケア病棟　科長　外山　寿枝

イ） 入院数

【目的】
地域での緩和ケア病棟の需要を知ることができ、今後の経営指針の一助とする。

直近5年(入院数)

コメント
近年では入院数も回復傾向を示しており、緩和ケア病棟の需要が引き続き高いことが窺える。
2024年には一時的に減少がみられたものの近隣医療機関や施設への積極的な働きかけにより
紹介件数が増加し、入院数の回復に繋がったと考えられる。
緩和ケアへのニーズは依然として高く、早期からの相談・紹介体制が徐々に定着してきたことも
一因と考えられる。
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ロ） 入院前の場所

【目的】
病床機能報告に必要なデータの一つ。
入院前の生活の場を知ることで効率的な広報活動を行う。

コメント
県延からの入院が最も多く、次いで在宅からの入院が多い状況は変わらず。
市民公開講座での紹介や病院訪問などで入院に繋がったケースもあり。
引き続き顔の見える関係性を築いていきたい。
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ハ) 退院数

【目的】
退院者数や退院先、時期の動向から効率的なベッドコントロールの一助とする。

直近5年(退院数)

コメント
予後不良の場合は死亡退院となることが多いため、なるべく早い段階で緩和に移行し、苦痛や
その他の症状を軽減させていく必要性がある。そのため県延での研修会を実施し、末期で転院
させるのではなく早い段階から緩和ケアへ移行できるというように働きかけを行った。
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ニ) 退院先

【目的】
病床機能報告に必要なデータの一つ。また、当院緩和ケア病棟では在宅復帰支援も積極的

コメント
2025年の退院先・転棟先の実績では退院先は自宅退院が最も多いが、死亡退院も一定数を
占めており、緩和ケア病棟の特性を反映した結果と考えられる。
緩和ケア病棟への紹介・入院のタイミングについて更なる連携は課題である。

ホ) 退院後1ヵ月以内の在宅医療を必要とする患者の状況

【目的】
病床機能報告に必要なデータの一つ。
また訪問看護の需要を明確にし、安心した在宅生活へ繋げる。

コメント
退院後は当院の訪問看護を利用することで安心して在宅復帰でき、家族の負担も軽減される
ため引き続き勧めていく。また何かあればすぐに入院できるということも安心へと繋がっていく。
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に行っており、在宅復帰や在宅系施設への退院は実績として管理。



ヘ) 男女比

【目的】
性別に特化したサービスの提供を検討する一助とする。

直近5年(紹介元)

コメント
癌全体の患者数は男性が多いのに対し、女性に多い、乳癌や子宮癌などが増える傾向にあり。
それは女性の平均寿命が男性より長く、高齢女性の患者数が増加している事が考えられる。
また在宅や施設などからの紹介も入院に繋がっている。
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ト) 主病名

【目的】
性別や主病名、再入院の相関関係から治療やベッドコントロール、地域との連携の一助とする。

67



直近5年(男女比)

コメント
男女共に肺癌ゲストが多く、呼吸器評価やリハビリテーション等の需要が高いと考えられる。
早期に緩和ケアへ移行することで在宅復帰に繋げる。
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チ) 平均在院日数（直近3ヵ月）

【目的】
在院日数と主病名、退院先等を組み合わせて確認することで在院日数の影響因子を
明らかにし、スムーズなベッドコントロールの一助とする。

直近5年（主病名）

コメント
入院後2週間以内の死亡退院は増加しているが、入院日数が長いゲストもいることで在院日数
は例年とほぼ変わらないデータになっていると考える。
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リ) 稼働率

【目的】
稼働率と主病名、退院先、再入院等を組み合わせて確認することで稼働率への影響因子を
明らかにし、効率的なベッドコントロールの一助とする。

直近5年(平均在院日数)

コメント
平均稼働率は去年を除き2.3年前とほぼ変わらないデータとなった。
過去5年と比較し入院後2週間以内の死亡退院数の増加がみられたが、平均在院日数の維持
により稼働率が維持できたと考える。
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ヌ) 再入院
【目的】
再入院の件数の推移から稼働率向上の一助とする。

直近5年(再入院)

コメント

連動し減少している事が分かる。引き続き早期に緩和ケアへ移行できるような働きかけを
続けていきたい。
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緩和ケア病棟と外来医師が兼務していることで再入院の件数は2020年以降、増加傾向であったが、
今年度は入院後2週間以内の死亡退院が多く、自宅・施設への退院数が減少したことにより、再入院数も



ル) 予後

【目的】
転院や入院のタイミングを明らかにし、稼働率向上の一助とする。

直近5年(予後)

コメント
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以内の死亡退院も多くなっていた状況から、もう少し早いタイミングで入院してもらえるよう地域や
治療方法が無くなった段階での緩和ケア病棟を転院先と考えるケースが最も多く、入院後2週間

市内外の病院への広報が必要。



ヲ) 年代別

【目的】
ターゲットの層を明らかにし、伴ったサービスを提供するための一助とする年齢層と他のデータを
組み合わせてみることで稼働率向上の一助を得る。

コメント
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ターゲット層は70代・80代と考えられ、高齢者の世帯も多く入院や在宅での負担や不安も多くある
ことが考えられる。一般市民にも緩和ケアを知ってもらうための働きかけも行っていく必要あり。



ワ) 麻薬使用率

【目的】
除痛率と照らし合わせて見ることで適切な麻薬使用率を客観的に見ていく指標とする。

直近5年(麻薬使用率)

コメント
麻薬使用率は過去5年で一番高い状況。

を促していく。
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入院時に末期で予後不良のゲストが多いことで麻薬使用率も高めとなるため早い段階での紹介



カ) 主症状

【目的】
緩和ケア病棟における治療、サービス向上の一助とする。

コメント

で使用率があがったと考えられる。
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高齢のゲストも多く、症状の訴えがないゲストも多くあったが病態に合わせて麻薬を開始したこと



ヨ) リハビリ提供単位数

【目的】
当院の緩和ケア病棟の特徴であるリハビリテーションの提供の実績を把握し、
リハビリ提供数と在宅復帰率の相対関係から効率的な介入を検討する一助とする。

コメント
リハビリ提供はほぼ全例されており、状態に合わせたリハビリの提供となっている。また家族の
希望などもあり、全員が対象となるように提供され、家族が感謝されている。今後も無理のない
範囲でゲストから喜んでもらえるようなリハビリの提供をセラピストと相談しながら行っていく。

タ) リハビリ一人当たりの提供単位数

【目的】
在宅復帰率の相対関係から効率的な介入を検討する一助とする。

コメント
セラピスト1名体制でリハビリを提供しており、単位数が減少している。
入院時からの状態を把握しながら引き続きリハビリを提供していく必要あり。
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レ) リハビリ対象者数

【目的】
緩和ケア病棟におけるリハビリテーションの需要、また提供単位数と照らし合わせて見ること
で一人当たりの提供単位数を見ることが出来る。

コメント
入院後は状態が不安定でもリハビリに介入し、状態把握することに努めている。
また、家族がCレベルでも拘縮予防のリハビリなどを楽しみにされているためなるべく介入できる
ようセラピストと情報共有していく。

ソ) 疼痛評価（ＦＳ）

【目的】
2022年4月より疼痛評価が加算として導入された背景を受けて、疼痛緩和が効果的に行われて
いるかを確認する。

コメント
現在疼痛評価としてFSが行われているが、NRSの方が評価しやすいため今後はNRSも追加し、
具体的に評価できるよう情報共有していきたい。
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ツ) 緩和ケア病棟残業時間

【目的】
効率的な業務が行えているか、また詳細を確認することで平等な業務分担ができているか
管理する。

コメント
2025年は残業時間が大幅に減少している。理由としては管理職がなるべく現場に入り、
フォローを行っている。また、みんなで時間内に帰ろうという意識が高くなっているように感じる。

ネ）緩和ケア病棟看護配置

【目的】

コメント
病院全体として年度末に退職者が多くあり、補充もない中でみんなで一丸となり、協力する
体制が確立されつつある。今後も声掛けしながらフォローできる所は協力していきたい。
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残業時間と配置人数から効率的な業務が行えているかの一助とする。



運営管理
11.人事労務

イ) 職員数

【目的】
職員数の把握　人件費率調査のデータ

コメント
過去と比較して常勤職員数が最も少ない年となった。主な要因としては、結婚、スキルアップを
目的とした転職、転居等のライフイベントによる退職が挙げられる。一般的に離職の主要因と
される人間関係関係による退職は本年度においては確認されていない。今後も職員が安心して
働き続けられる職場環境の維持に努めるとともに、安定した人員確保に取り組んでいく。

ロ) 職員男女比

【目的】
男性職員と女性職員数の比率の調査

コメント
看護師、介護職、リハビリ職等において女性職員が多い職種構成であることが影響している。
今後も職種特性を踏まえつつ、多様な人材が活躍できる職場環境の整備に努め、男女問わず
働きやすい職場づくりを推進していく。
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総務課　部長　中武 英之



ハ) 職員年齢構成(常勤)　毎年度4月1日時点

【目的】
職員の年齢構成および世代バランスの把握を目的として作成している。年代別職員数の推移を

コメント
各年代の職員がバランスよく在籍することで、若手職員の育成と経験豊富な職員による技術・
知識の継承が図られている。今後も年齢構成の偏りが生じないよう人材確保および育成に取り
組み、組織として安定した運営が継続できる体制づくりを進めていく。

ニ) 職員年齢構成(非常勤)　毎年度4月1日時点

【目的】
非常勤職員の年齢構成および世代別の配置状況を把握することを目的として作成している。
非常勤職員は、育児・介護等のライフステージに応じた柔軟な働き方を希望する職員や、
専門性を活かした勤務形態として重要な役割を担っている。

コメント
年代別の推移を把握することで、非常勤職員の活用状況や今後の人員確保の方向性を検討
する基礎資料となる。今後も多様な働き方に対応できる職場環境の整備を進め、非常勤職員が
継続して働きやすい体制づくりに努めていく。
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確認することで、将来的な人材確保や人員配置、組織の持続的運営に向けた課題を把握できる。



ホ) 総残業時間　一人当たり

【目的】

の残業時間状況を把握し、業務効率や職場環境の改善状況を評価することを目的としている。

コメント
この背景には、業務の見直しや効率化の取り組みを継続して行ってきたことに加え、AI・DXの
導入による業務支援体制の強化が影響していると考えられる。今後も業務効率化を推進し、
職員の負担軽減と働きやすい職場環境の維持に努めていく。

ヘ） 有給休暇

【目的】
有給消化率100％を目指している。職員の年次有給休暇の取得状況を把握し、職場環境および
働き方の適正化を評価することを目的としている。

コメント
産前産後休業中の職員を除き、概ね計画的に有給休暇を取得できている状況である。

今後も職員が適切に休暇を取得できるよう、業務体制の調整を行いながら働きやすい職場環境
の維持に努めていく。
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久康会と全国の月平均残業時間の比較。残業時間から、労働量の評価を行う。職員一人当たり

なお、年次有給休暇の使用総数については職員数減少に伴い前年度と比較して減少している。



ト) キッズランド利用者数

【目的】

コメント
院内託児所の平均利用人数は、近年やや減少傾向にある。要因としては、保育料無償化制度
の影響により地域の保育施設を利用しやすくなったことに加え、職員数の変動や職員のライフ
ステージの変化なども影響していると考えられる。今後も職員の多様な働き方や子育て環境に
配慮しながら、院内託児所の活用状況を把握し、必要に応じて支援体制の充実を図っていく。

チ) キッズランド年齢構成別・年間利用者推移

【目的】
院内託児所を利用する児童の年齢構成および年間利用者数の推移を把握し、院内保育の
利用状況や職員の子育て支援体制の状況を評価することを目的としている。

コメント
院内託児所の利用者は低年齢児の割合が高く、育児期の職員が就業を継続するための支援
として重要な役割を担っている。一方で、3歳を迎える頃には、教育的活動や行事等が充実している地域の
保育園へ移行するケースが多く見られることから年齢が上がるにつれて利用者数が減少する傾向がある。
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院内託児所の利用状況を把握し、職員の子育て支援体制状況を評価することを目的としている。



12.院内感染 院内感染　科長　林田　百希子

　院内感染とは、医療機関において患者が原疾患とは別に新たに罹患した感染症、
医療従事者が医療機関内において感染した感染症のことです。人から人、医療者を介して
感染することもあれば、医療機器などを媒介にすることがあります。感染症は常に身近に
存在するため、それぞれの症状や感染経路にあわせた対策が重要です。
また、感染対策の基本である手指衛生の遵守率や感染症の流行状況等を把握し、
対策を強化することが求められています。

イ) アルコール性手指消毒剤の使用料(1日1患者あたり)　※払い出しでの調査

【目的】
手指衛生遵守率を調査し、院内感染を防ぐ取り組みを行う。

コメント
使用量はボトルの払い出し本数から手指衛生回数を算出し、入院・外来のべ患者数で割る
計算方法で算出している。介護保険分野については数ヶ月に1度まとめての払い出しされて
いるため調査結果には含めていない。調査では本年も「２階　外来」での使用量が一番多く、
病棟間では緩和ケア病棟での使用量が多かった。外来は検査部門なども含められており、
患者数に対し手指消毒設置台数が少ないため割合が高くなる傾向にある。
病棟間の差について、緩和ケア病棟は終末期の患者を対象としており、感染制御に対する
意識の高さがうかがえる。手指消毒については年に2回の研修で必要性の説明を行なっており、
研修後しばらくは手指消毒回数の増加に繋がるが次第に回数が元に戻る傾向があり継続する
ことが課題である。手指消毒使用量の改善のための行動として、個人の手指消毒薬の配置を
検討したい。また掲示物による手指衛生の励行を促し、引き続き定期的な評価・評価結果の
現場へのフィードバックといった一連のサイクルを継続的に実施する。
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ロ） 院内感染発生状況(2023年～2025年）

【目的】
院内感染の発生状況傾向を知り、感染対策・制御について検討する。

2023年1月～12月

2024年1月～12月

2025年1月～12月
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コメント
院内感染とは「入院後、原疾患とは別に発症した感染症」と定義されている。
2021年より肺炎、尿路感染症、敗血症、新型コロナウイルス感染症、インフルエンザなど、
院内発症の感染症について調査した。複数ある感染症のうち、当院では肺炎と尿路感染症の
発症率が高いことが分かる。2023年は病棟でのクラスター発生が相次いだ新型コロナウイルス
感染症が院内感染の大部分を占めたが、2024年以降は肺炎と尿路感染症の割合が多い。
2025年は肺炎、尿路感染症ともに発生率が増加、肺炎においては半数を占める結果となった。
現在は薬剤耐性菌の検出も増加傾向にあり、院内感染対策の更なる強化が必須である。

ハ）抗菌薬の使用状況（2025年）
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コメント
2025年より抗菌薬の使用状況も併せて報告する。
薬剤耐性菌検出の増加によりカルバペネム系薬、抗MRSA薬の使用が増加傾向である。
当院での抗菌薬の使用頻度としては緑膿菌活性のないセフェム系薬(主にロセフィン)の使用
頻度が多く、次いでカルバペネム系薬(主にメロペネム)、阻害剤のありのペニシリン系薬
(タゾピペ)となっている。ここからもカルバペネム系薬の使用頻度の多さが伺える。
今後の耐性菌対策としては、引き続き医師へ抗菌薬使用をフィードバックすることで抗菌薬の
漫然投与をなくし、抗菌薬の適正使用を強化していく。
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13.安全管理部 安全管理者 山崎　朱美

イ） インシデントレポート報告数の推移

【目的】
安全活動への取り組み状況を評価する。

コメント
2020年のインシデントレポートシステム変更以降、2022年までの報告数に減少がみられたが、
継続的な研修で提出の重要性を伝えてきた効果か2022年以降は報告数が増加傾向に転じた。
2025年においても報告数は前年と同様の水準を維持しており、特に０～１レベルの報告が多くを
占めている。このことから、インシデントレベル０～１段階での報告は定着しつつあり、職員一人
ひとりの医療安全に対する意識は一定の水準で維持されていると考えられる。
また、所属長による継続的な声かけや部署内での共有を通じた取り組みも、報告文化の定着に
寄与していると考える。今後はインシデントレポートを「提出するもの」にとどめず、
組織全体のリスクを可視化し、再発防止や業務改善につながえるための情報共有・学習ツール
としてより一層活用できるよう安全管理部門として支援・啓発を継続していく。
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ロ） 種類別分類

【目的】
どのようなインシデントが発生しているのかを分析し、優先的に取り組むべき項目を把握する。

①種類別報告数の推移
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②種類別分類の比較
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③アクシデントレベル比較　
3bレベル以上
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コメント
インシデントの種類別報告数について、過去5年間の推移を確認したところ、全体として大きな
構成の変化は認められていない。一方、2025年においては薬剤に関するインシデント報告が
やや増加しており、Ⅲb以上のレベルに該当するレポートも提出された。
一般に、インシデントレポート数の増加は、重大事故の発生リスクを示唆する可能性がある
（いわゆる「氷山の一角」）とされるが、同時に、潜在的リスクが適切に把握され表面化してきて
いる過程と捉えることもできる。
今後は、レポート数の増減のみを評価するのではなく、内容や背景要因に着目しながら、推移を
継続的に確認し、薬剤関連インシデントを含め、状況に応じた安全管理上のアプローチを行って
いく必要がある。
引き続き、各部署と連携しながら、リスクの早期把握と再発防止に向けた取り組みを進めていく。
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14.教育指導 　教育情報課　課長　柚木崎 雅志

医療はチームで行うものであり、又、24時間365日継続して、そのサービスは
提供されなければならない。サービスを常に一定水準以上のレベルをもって
提供するのは「人」である。よって常にその人材を人財にすべく学び勉め、
育むように指導支援を行う。

イ） ランチョンカンファ

【目的】
理念に近づくために、自己研鑽に繋げられているかを把握する。

5年直近（ランチョンカンファ参加率）

コメント
ランチョンカンファは、直接参加やビデオ視聴、ZOOMによる参加と多様な参加方法で、ライフ
スタイルに合った選択ができるようになったこともあり、以前の参加状況に近づいてきている。
個人別参加回数では、昨年は0～4回参加以内が66％となっていたが、2025年では30％となり、
5回以上の割合が大幅に増えた。個人の参加回数としては増えているが全体としては参加者
数が減っている。自己研鑽の意識を高める取り組みが必要。
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ロ） 全体研修参加率

【目的】
参加率100％が必要な法定研修会。管理職が、業務管理ができているかを確認する。

コメント
業務での参加となるため、計画的に受講させることができる。直接参加が難しい場合は、
ビデオ研修も可能な体制を構築している。2025年の後半は参加率が少なくなっているが、
ビデオ研修の声掛けをした前半は参加率が高かった。定着するまでは声掛けをしていく
必要がある。
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ハ） 院外研修

【目的】
キャスト自身がプライベートの時間を有効活用し、自己啓発に取り組んでいるかを把握する。

5年直近（院外研修）

コメント
2025年度は院外研修の参加者が減少傾向にあった。
特定の職員は継続して自己研鑽に努めているが、一部に限られているため、自己研鑽の意識を
高める方策が必要。研修参加しても研修参加報告書を入力しない職員もいるものと思われる
ため、報告書入力の促しも行っていく。
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二）市民公開講座

【目的】
市民公開講座の変遷を遡り、今後の市民公開講座開催のための指標とする。
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2012/8/23

2012/9/20

2012/11/21

【会場】【メインテーマ】

みんなで守ろう、地域医療
～医療資源を最大限有効なものとするために

立ち上がろう！～

脳梗塞予防の食事
～いつまでも口から食べよう長寿と栄養～

【開催日】

2012/6/25

2012/7/18

延岡総合文化センター
小ホール

延岡総合文化センター
小ホール

2012/4/19
延岡総合文化センター

小ホール

2013/11/7

2014/7/31

病気になる前に考えておこう
～自分で決めよう治療と生活～

2013/3/28

不明

不明

2013/9/26 STROKE CARE

自律を目指して
～病院から在宅へ～

2018/7/12
延岡市社教センター

1F

2016/9/29

2017/9/22

延岡市立図書館
3階ハーモニーホール

延岡市立図書館
3階ハーモニーホール

2014/10/23

2015/9/24

延岡総合文化センター
小ホール

延岡市社教センター
1F

延岡総合文化センター
小ホール

延岡総合文化センター
小ホール

脳卒中のリハビリテーション
（延岡市さわやかカレッジとの共催）

がんとともに生きる
～あなたの大切なものを諦めないための

緩和ケアのお話～

今日から役立つ医療と介護についての知識

寝たきりや認知症にならないために
（延岡市さわやかカレッジとの共催）

病気になる前に考えておこう
～自分で決めよう治療と生活～

脳卒中
～治療・リハビリ・予防～

リハビリによる脳卒中からの復活

がんになる前に知っておくこと

「家族が目の前で倒れたらあなたはどうします
か？」

STROKE CARE脳卒中の現状
～早めの受診と予防の大切さ～

延岡市立図書館
多目的ホール

延岡総合文化センター
小ホール

【参加者数】

延岡総合文化センター
小ホール

延岡総合文化センター
小ホール

延岡総合文化センター
小ホール

延岡総合文化センター
小ホール

108名

不明

不明

不明

不明

不明

不明

不明

不明

脳と血管を守る！健康長寿のための2つのカギ

2025/6/14

2025/11/15 71名

不明

95名

37名

46名

2024/6/8 覧古孝新
延岡市立図書館

3階ハーモニーホール
109名

2024/10/12 認知症予防のための食事
延岡市立図書館
多目的ホール

127名

心不全について
延岡市立図書館
多目的ホール

119名



参加者数の推移

コメント
2019年～2023年にかけてコロナ禍で市民公開講座の開催が中止となったが、2024年に再開後
参加者も増え、１００名を超える参加者数となった。参加者増の背景には、延岡市の健康増進
アプリの普及とタイアップ、参加者に対する日常生活品の提供などが影響していると思われる。
2025年11月は参加者数が減少したが、他のイベントと重なったことが要因と考えられる。

95名
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108名 109名
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71名
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140名

参加者数の推移



ホ） 奨学金貸与者数

【目的】
安定した人材確保を行い、安全で安心な医療を提供する。

コメント
法人の多くは人材確保には難渋している。
看護職においては、新規入職者4名以上の確保は安全で安心した医療を提供するためにも
計画的な人材確保が必要である。
2025年度も看護で新規に3名の貸与者あり。継続的に希望者は来ている状況。
看護の人員は不足している状況が続いているため、奨学金制度の継続の必要性は高い。
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15．地域連携部 　　　　　　　　地域連携部　部長　　黒木 尚美

イ） 新規入院患者の推移（2012年以降：年間の合計人数）

コメント
2017年1月～年間の新規入院者の推移。2017年は月平均46.9人の新規入院者となっていたが、
徐々に入院数は増えており、2022年は月平均58.4人の入院となっている。
2012年調査依頼新規入院者が初めて700人を超えた。
2023年は新規入院患者が801人と前年より100人多くなった。
2024年は875人と前年度比でも新規入院が増え、月平均72.9人の入院となった。
2025年は年間832人の新規入院となり、月平均69.3人の入院であり、2024年と比較すると
年間40人減少した。2023年以降は年間800人を超える新規入院が続いている。
県立延岡病院の血栓回収療法開始により救急の入院が減少している可能性がある。
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